
令和２年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　 地方消費税の税率引上げに伴う増収額５０３，６０８千円（地方消費税交付金）については、その全額を社会保障施策に要する経費に充当した。

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

867,452 410,650 209,107 2,200 0 80,000 165,495 障害者自立支援費　80,000

123,302 0 375 2,200 3,342 117,385

2,019,532 977,704 370,267 0 30,997 130,000 510,564 私立認定子ども園施設型給付費　85,000
私立保育所措置委託料　　　　　45,000

205,975 69,171 813 0 0 35,000 100,991 児童扶養手当　35,000

701,134 525,100 32,700 0 1,000 142,334

1,959 1,348 0 0 0 611

323,605 822 116,241 0 32,340 120,000 54,202 医療扶助費　　　　　　80,000
小児市助成医療扶助費　40,000

4,242,959 1,984,795 729,503 4,400 67,679 365,000 1,091,582

479,136 0 0 0 0 73,608 405,528 介護給付費繰出金　73,608

305,342 44,888 132,248 0 0 128,206

668,994 91,469 0 0 10,203 65,000 502,322 後期高齢者医療保険医療給付費市町村負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　65,000

396,899 0 0 0 0 396,899

1,850,371 136,357 132,248 0 10,203 138,608 1,432,955

175,511 4,675 1,757 0 6,497 162,582

17,649 0 0 0 0 17,649

599,709 0 0 0 0 599,709

792,869 4,675 1,757 0 6,497 0 779,940

6,886,199 2,125,827 863,508 4,400 84,379 503,608 3,304,477

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業における社会保障施策に要する経費を計上。

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上。

５０３，６０８千円

６,８８６,１９９千円

事業名 経費
特定財源

(うち一般財源 ３,８０８,０８５千円）

充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

一般財源

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計

合計


